
【鳴門市行政評価】

◎基本情報

◎事業概要（PLAN)

人件費
正規職員(7,234千円/人) 臨時職員(2,492千円/人) 総人件費 総事業費

0.2 0.0 1,447 2,036

589

繰越額 0 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 589

0 0 0

全体予算額 0 0 0 0 729 729

729

補正予算額 0 0 0 0 0 0

その他特定財源 一般財源 事業費計

平成29年度

当初予算額 0 0 0 0 729

財源内訳

年　度 区分 国 県 地方債

繰越予算額 0 0 0

％

今年度の進捗状況 ほぼ計画どおり 事業全体の進捗状況 計画どおり
（千円）

目標達成率(実績/目標) 88.0 － － －

500 人

成果指標
対象にどのよ
うな効果が
あったか示す
指標

適切な支援を受けた人数 73 44 － － － 人

2 観察をうけた児童数 514 392 500 500

単位

活動指標
実施した事業
の活動量を示
す指標

1 実施保育施設の数 12 8 10 10 10 園

指標名 28年度実績 29年度実績 30年度目標 31年度目標 32年度目標

◎実施結果（DO)

事業
実施
内容

29年度は目標を達成
するため、手段として
どのような活動を行っ
ているのか

実施希望保育施設のアンケ－ト調査を行い、８ヶ所の保育所で巡回相談を実施。支援が必要と思われる子
どもの保護者に対しては、個別に声をかける等、保護者相談も積極的に実施した。
また、子どものエピソ－ドを基に、保育士が医師・臨床心理士などの専門家から指導を受けることにより、今
後の保育の助けとなっており、子どもの健やかな成長の支援へと繫がった。
休日保育についても必要な家庭に事業を実施した。

事業実施手法

32年度 単位

適切な支援を受けた人数 50 50 50 50 50 人

事業
計画

29年度に何を
計画していたか

実施希望保育所のアンケート調査を行い、巡回相談希望施設を実施。
保育施設の現場で気になる子どもの状況を観察し、日々の保育の中での具体的なかかわり方について、エ
ピソードを基に意思・臨床心理士の専門家から助言及び指導を受けることにより、確実に保育の質の向上
に、また、希望する保護者への相談も行うことで、保護者支援にも繋げていく。
巡回相談を受けた保育施設・保育士（教諭）や対象児童・保護者への継続的な支援ができるように、健康増
進課との連携を図る。
公立保育所で休日保育事業を実施し、保護者の就労と子育ての両立を支援する。

成果
目標

事業目標の達成度合

指標名 28年度 29年度 30年度 31年度

事業
対象

誰(何)を対象に
しているか

公私立保育施設の児童と保護者

事業
目標

対象をどのような状態
にしたい(目指す)のか

育児不安を抱える家庭や軽度の発達障がい疑われる乳幼児を、できるだけ早期に発
見し、就学年齢までに、関係機関の連携により適切かつ継続的な支援を実施する。

年度
　　　(小項目) 児童福祉

施策 2 児童福祉の推進 終
期基本事業 2

政策(中項目) 2 子どもたちの笑顔と歓声が聞こえるまち　なると

事業
期間

開
始

22

保育所の機能充実

総合計画体系 根拠法令
計画など

鳴門市子ども・子育て支援事業
計画基本政策(大項目) 2 ずっと笑顔で生きがい感じるまちづくり

平成30年度事務事業評価シート（29年度実績）
81

事務事業名 子育て支援体制整備事業
担当
部署

健康福祉部　子どもいきいき課

個人 世帯 団体 その他 内部管理

市実施 一部委託 委託 補助金 その他



【鳴門市行政評価】

◎項目別評価（CHECK)

◎今後の方向性(ACTION)

↓今後の方向性を踏まえた上で、以下の欄に記入してください。

実施内容

H30年度

医師・臨床心理士・保健師・保育士等が連携し、育児不安を抱える保護者や発達障がい
が疑われる乳幼児に対し、継続した支援の充実が図れるよう、さらなる事業内容の見直
し、検討を行うとともに、関係機関との連携強化に努める。
引き続き休日保育事業を実施する。

H31年度
継続

今後の方向性 1.廃止 2.要改善 3.現状維持 4.拡充 3

③総合的な評価 A
核家族化の進行や共働き家庭の増加により、子育てに悩
みを抱く家庭は増加しており、臨床心理士等により専門的
なアドバイスを受けることのできる機会の創出は必要であ
る。

課題

限られた時間の中、保護者相談が増えることで、相談を希望していた施設で保育施設が相談をしたい
児童の相談ができない場合があった。
事業実施日に予備日を設ける等、柔軟な対応を図る必要があるほか、医師・臨床心理士等専門家の
人材確保や事業費の維持について、関係各課で協議・調整を行う必要がある。
休日保育事業については公立保育所の正規保育士が減少する中、代休の取得が困難な状況となっ
ていることから、時間外手当等の支給も選択できるようにする。

②成果に対
する評価

指標名 適切な支援を受けた人数 保育の現場で気になる子どもの状況を観察し、保育所に
おいての具体的な関わり方について、エピソ－ドを基に、
専門家である医師・臨床心理士から助言及び指導を受け
ることにより、保育士の資質が向上し、保護者相談の実施
の結果、保護者への積極的な支援に繫がった。

目標 50 人

実績 44 人

評価 B:概ね目標を達成できた

①活動に対
する評価

有効性 A:有効性があった

専門家から具体的な関わり方についてアドバイスを受ける
ことにより、保護者自身が子育てに積極的になる等の変
化が見られ、現場の保育士にとっても、保育の質の向上
に繫げることができている。

効率性 A:効率的だった
保護者相談を通じて、支援が必要と思われる乳幼児の発
達相談や療育サ－ビスに繫げることができた。

評価項目 評価値 所見欄

総事業費 2,260 2,036 2,173 2,173 2,173

人件費 1,427 1,447 1447 1447 1447

589 726 726 726

うち一般財源 833 589 726 726 726

【事務事業名：子育て支援体制整備事業】

事業費推移

年　　度 28年度決算 29年度決算 30年度 31年度 32年度

事業費 833


